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１ 進捗状況の概要 

  
  

① 行政改革推進計画の目的 

本市では、行政と地域社会を取り巻く社会経済情勢が大きく変わろう

とする中で、その背景を的確に捉え、限られた財源で最大の効果をあげ

るような行政システムを再構築するために、これまでの行政改革大綱を

見直し、平成１５年２月に「行政改革プラン２１」を策定しました。そ

して、「行政改革推進計画」はこの基本方針及び重点事項に基づき、今後

５年間に重点的に取り組んでいく事項をまとめ、行政改革の具体的な推

進を図ることを目的とします。 

なお、この推進計画に基づき、各年度ごとに進行管理を行い、実施の

評価や効果を求め、行政運営に役立てていきます。 

 

② 行政改革推進計画の計画年度 

    平成１５年度～平成１９年度の５年間とします。 

    ただし、計画中に平成１４年度以前の項目があるのは、前行政改革

大綱及び推進計画にあった推進項目で、引続きこの計画でも推進する

ことが有益な項目やこの行政改革大綱及び推進計画の策定期間（平成

１３年度～平成１４年度）中に既に推進されていた項目を取り上げた

ことによります。 

    また、進行管理を進める中で、新たに実施する改革項目はこの行政改

革推進計画に追加して推進していきます。 

なお、この報告書では平成１５年度末における推進計画項目の進捗状

況を報告いたします。 
  

１ 豊川市行政改革推進計画について 
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（１）推進件数 

① 総括 

    具体的な行政改革推進項目として３８件を掲げ、平成１５年度末まで

に推進した項目は３４件となっており、進捗率は８９．５％となってい

ます。 

下の推進計画表は、その進捗状況をまとめたもので、この表中「実施」

はその年度に事業の完了又は取組み開始を見込んでいるもの、「開始」は

当該年度以降も継続して取組んでいくもの、「検討」は方向は出たがまだ

実施に移されていないものです。 
 

推進計画年度 
実績 計画 

 

～１４ １５ １６ １７ １８ １９ 
計 

実施 ３ ９   １  １３ 
開始 ６      ６ 
検討 ６ １０ ２ １   １９ 
計 １５ １９ ２ １ １  ３８ 

 
② 重点項目別 

    「行政改革推進計画」では行政改革推進項目を各重点項目別に分類し

ており、下の表は重点項目別に進捗状況を整理したものです。 
 

重点項目 推進 未推進 計 

市民、企業、行政の協働化 ５ １ ６ 

情報技術（ＩＴ）の積極的な活用 ８ ０ ８ 

組織機構・人材の活用 ６ １ ７ 

健全で効率的な行財政運営の推進 １５ １ １６ 

行政評価制度の確立 ０ １ １ 

計 ３４ ４ ３８ 

 

２ 進捗状況 
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（２）削減効果 

① 総括 

行政改革推進項目のなかには、具体的な数値でその効果を表すことが

できないものも多くありますが、金額として表すことのできるものにつ

いて、その効果を算出し、平成１５年度では、約５億８，５００万円を

削減しました。（ただし、一部平成１４年度の効果を含みます。） 

 

  ② 重点項目別 

    重点項目別に分類しますと、次のとおりとなります。 

重点項目 削減経費（円） 

市民、企業、行政の協働化 △3,007,628 

情報技術（ＩＴ）の積極的な活用 △115,895,016 

組織機構・人材の活用 49,620,000 

健全で効率的な行財政運営の推進 654,619,720 

行政評価制度の確立 0 
計 585,337,076 
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  各重点項目においての主な取り組みについては次のとおりです。なお、各

推進項目の取り組み状況については「推進計画表」（Ｐ．９～）に示してあり

ます。 

  ◎ 市民、企業、行政の協働化 

○ ＰＦＩの研究（Ｐ.９ №１） 

   平成１５年６月に民間活用の推進を図るため、民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等（ＰＦＩ）の導入に対する基本姿勢や考え方

を検討する「豊川市ＰＦＩ研究会」を設置し、平成１６年３月に「豊

川市ＰＦＩガイドライン」をまとめました。 

 

◎ 情報技術（ＩＴ）の積極的な活用 

○ 総合行政ネットワーク化の推進（Ｐ.１０ №７） 

   あいち電子自治体推進協議会設立(平成１５年４月)後、ＬＧＷＡＮ

を接続（平成１５年１０月）し、豊川市認証局の立上げ（平成１６年

３月）を実施しました。今後、このシステムを利用した申請・手続や

施設利用申込みなどのオンライン化に向けた取組みを予定しています。 

○ 申請・届出等手続きのオンライン化の推進（Ｐ.１１ №８） 

電子申請・届出システム研究会へ６回参加し、対象事業の検討・選

定を行った。今後は、あいち電子自治体推進協議会において共同開発

する電子申請・届出システムを平成１７年１月を目処に稼動開始しま

す。 
 

◎ 組織機構・人材の活用 

○ 定員管理の適正化（Ｐ.１３ №１５） 

平成１４年度から平成１５年度における定員管理については、電子

自治体化、地震対策、子育て支援、老人医療制度の改正、消防体制の 

３ 主な取り組み 
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充実などの業務の増加に対応するために増員を図る一方、都市計画事

業や土地改良事業などの業務量の減少、窓口センター業務の嘱託化、

給食調理業務の民間委託化など、事務事業の見直しにより、１０名（医

療職員を除く。）を減員し、４９，６２０千円を削減しました。 

○ 人事管理制度の確立（Ｐ.１３ №１７） 

人材育成基本方針を７月に策定完了し、その方針に基づいて目標管

理制度（試行用）を構築しました。平成１６年度の目標管理制度試行

に向け、平成１６年２月には、部・次長級を対象に導入研修を行いま

した。今後は、課長以下の職員についても順次、研修を実施する予定

です。 

○ 防災事務組織の見直し（Ｐ.１３ №１８） 

  平成１４年４月に東海地震に係る地震防災対策強化地域に指定され

たことに伴い、市民の防災意識の高揚、緊急時の迅速・的確な対応な

ど防災業務の充実を推進し、市民にわかりやすい体制とするため、行

政課から防災業務を分離し、防災対策課を新設しました。 

○ 子育て支援対策の総合推進（Ｐ.１４ №１９） 

平成１４年１１月に開催した行政改革推進本部会議で子育て支援

対策を総合的に検討するプロジェクトチームの設置が決定され、平成

１５年４月に関係各課の担当職員７名から構成される「総合子育て施

策準備チーム」が設置されました。この準備チームでは、子育てに関

する課題や問題点について検討しました。 

   また、総合子育て施策検討委員会を設置し、総合子育て施策のあり

方、推進体制について検討し、総合子育て施策については、平成１５

年７月の「次世代育成支援対策推進法」の成立に伴い、平成１５年度

中に要望調査を実施し、平成１６年度中に「地域行動計画」を策定す

る必要があるため、その要望調査や策定委員会での意見を参考に具体

的に検討することとし、総合子育て施策の推進体制については、具体

的に施策を検討する中で平成１７年４月を目途に調整することとしま 
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した。 

 

◎ 健全で効率的な行財政運営の推進 

○ 時間外勤務手当の縮減（Ｐ.１５ №２２） 

  各課から提出される四半期ごとの業務計画書を改め、四半期時間外

勤務実施計画書とし、各課が実際に計画を立てさらに過去の時間外勤

務の分析ができるようにしました。また、四半期配当について継続し

て行ったことにより、時間外勤務手当を約１２，５２７千円削減しま

した。今後は各課に具体的な時間外縮減に向けてのアクションプラン

書の提出を依頼し、市としての縮減目標を１０％とします。 

○ 特殊勤務手当の見直し（Ｐ.１５ №２３） 

制度の趣旨である「著しく危険、不快、不健康又は困難」を基本に

特殊性を検討し、住民の理解を得られるよう是正を行いました。現行

の４２手当を廃止・統合して２７手当（１６種類に分類）とし、規則

委任であったものを条例化しました。（１６年４月１日施行、企業職

については、従来どおり規定） 

○ 財政健全化計画の推進（Ｐ.１６ №２６） 

   平成１４年１２月に改訂した「健全な財政運営に向けて」改訂版の

今後の取組み内容を推進し、期末手当の削減、首長等交際費の一部カ

ット、補助金の見直し、委託業務の廃止（生きがい農園）等を実施し、

４５，９３９千円を削減しました。 

○ 公共工事のコスト縮減（Ｐ.１６ №２７） 

平成１２年度に策定した「公共工事コスト縮減対策に関する新行動

計画」に基づき、掘削深１．５ｍ未満は土留め無し施工の基準化など

１１６施策のうち２８施策を実施し、工事コストを９．６％縮減（＝

縮減額（平成９年度時点における標準工法との比較により算出した工

事費ベースの額）／（縮減額＋該当年度設計金額））し、平成９年度

時点における標準工法と比較して５２８，８９９千円を削減しました。 



－７－ 

豊川市行政改革プラン２１ 推進計画進捗状況報告 

○ 市税等納期前納付報奨金の見直し（Ｐ.１６ №２８） 

   制度の趣旨や効果、税の公平性等を勘案するとともに、近隣との均

衡にも配慮した見直しを行った結果、豊川市市税条例を改正し、平成

１６年度から交付率を 0.5／100を 0.3／100に、交付限度額５万円を

３万円に引下げることにしました。 

○ 市税等口座振替領収書発行の見直し（Ｐ.１６ №２９） 

     口座振替済通知書兼領収書の発送については、県下２５市が廃止を

しており、現在も発送をしている名古屋市、春日井市、尾西市、豊橋 

市では、発送回数を年１回としています。本市としては、通知を廃止

するに至る法的根拠が明確でないため発送を継続し、平成１６年度か

らその発送回数を年１回とすることとしました。 

発送時期については、年度末に１回発送する方式もありますが、こ

の場合、前納制度を採用している税目において、納付から通知書が発 

送されるまでに期間が空き、時期を逸したものになります。よって、

発送時期は各税目（種目）における年度の最終納付後とし、同時期に

複数の税目を納付する納税者（納入者）の名寄せ処理を行い、１枚の

はがきで発送することとしました。 

○ 市税等督促手数料の廃止（Ｐ.１７ №３０） 

県下各市の督促手数料の状況について勘案し、平成１６年度より廃

止することとしました。 

○ 郵政官署法による窓口業務の実施及び東部・西部窓口センターの見

直し（Ｐ.１７ №３１） 

平成１５年９月１日に市内６中学校区の郵便局で窓口を開設し、各

種証明書等の交付請求の受付及び引渡しの事務を開始し、処理件数は

７７１件（平成１５年９月～平成１６年３月）となりました。また、

東部・西部窓口センターについては平成１６年度より人員体制を職

員・嘱託から嘱託・パートに切り替えを行っています。今後、東部・

西部窓口センターのあり方については、郵政官署法による窓口業務の 
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状況など総合的に判断し、検討することとします。 

○ 豊川北部線路線バスの見直し（Ｐ.１８ №３４） 

平成１５年１月８日にコミュニティバス検討委員会を設置し、バス

路線の見直し、バスの小型化、運転手の嘱託化など豊川北部線の改革

案及びコミュニティバス運行案の策定について検討を進めました。新

たな取り組みとしては、豊川北部線バス事業を豊橋鉄道が子会社に委

託し、人件費の削減を図り、１，６３０千円を削減しました。また、

利用促進を図るため、専用回数券の案内チラシ、ポスターを作成し、

老人クラブに配布するとともに、公民館など市内１３ヶ所に掲示しま

した。今後、豊川北部線の改革案及びコミュニティバス運行案の策定

や路線バスの需要に関する調査・分析に関することについて検討する

予定です。 
 
 


